

































































































































































































































































































































































































標としての GDP とエネルギー使用量について概観しておく。GDP は、周知のことである
が１年間に生産された財・サービスの量を金額で表したものでり、図中の GDP は各国の
それを合計したものである。1960年の世界の GDPは 136兆ドルであり、1971年に 320兆
ドル、2010年は約 6,300兆ドルにまで拡大している。特に、1985年から 95年、2000年か
ら 2008年にかけて急激な拡大が確認できる。一方でエネルギー使用量は 1971年に原油換













している。② GDPから CO2排出量のわずかなデカップリングが認められた（1970～ 1998年の間において EU2.1%/年、
日本・アメリカ 1.8%/年、中国 3.2%/年）。③ GDPからエネルギー使用量のわずかなデカップリングが認められた。OECD
諸国の一次エネルギー消費は 1999年において 1971年の消費量から 50％増加した（RSBS（2006）「サステナビリティ
の科学的基礎に関する調査」pp22-23.）」。
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と約 46倍、1971年と 2010年の比較では 20倍である。エネルギー使用量は 1971年と 2010
年 の 比 較 で ２ 倍 強 と な っ て い る （ 図 1 - 2）。
資料 世界銀行 World Development Indicators
http://data.worldbank.org/products/wdi(最終閲覧 2015/01/13)
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図 1-5 燃料別 CO2 排出量の変化
次に OECD、非 OECD、EU、旧ソ連の地域別でみたエネルギー消費の増加をみておく。
OECD 諸国では 50 ～ 60 億 t の間でほぼ横ばいで推移している。EU および旧ソ連もほぼ
横ばいであり、使用量も 20 億 t 以下となっている。図中で一貫して消費量を伸ばしてい
るのが非 OECD 諸国である。非 OECD 諸国には中国やインドといった BRICs をはじめと
する成長著しい新興国が多く含まれる。そうした国々がエネルギー消費を伸ばしながら経
済規模を拡大していることがわかる。2011 年から 2012 年にかけて世界のエネルギー消費
は 1.8％増加したが、OECD、EU、旧ソ連は前年より使用量は少ない。一方で非 OECD諸
国は前年比で 4.2 ％の増加で、世界の消費率の増加を牽引しているといえる（図 1-6 及び
表 1-1）。
表 1-1 地域別エネルギー使用量
※単位はMtoe（Million tonnes oil equivalent）
資料：BP（2013）「Statistical Review of World Energy」
2011年 2012年 増加率
世界 12225 12476.6 1.80%
OECD 5538.3 5488.8 -1.20%
比OECD 6686.6 6987.8 4.20%
EU 1687.4 1673.4 -1.10%














































フレア セメント ガス 石油 石炭100万キロトン（炭素）
17)石炭の二酸化炭素排出係数は 0.0247tC/GJ,原油 0.0187tC/GJ,天然ガス 0.0135 ｔ C/GJ で、その比は 10:7.5:5.5 となっ








れるエネルギーのことであり、2012年において石油が 33％、天然ガスが 24％、石炭が 30
％となっている。これら３つの化石燃料で一次エネルギー構成の 80％以上を占めている。
残りは原子力が４％、水力が７％、再生可能エネルギーはわずか２％である（図 1-7）。
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石炭 石油 天然ガス 再生可能エネルギー 原子力
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資料：J.M.Cullen J.M.Allwood （2010）“The efficient use of energy:Tracing the global flow of energy from fuel
to service”.Energy Policy.Vol.38 p.80 http://www.sciencedirect.com（最終閲覧2015/01/12）より引用。











石炭 石油 天然ガス 再生可能エネルギー 原子力
Energy source EJ Conversion device EJ Passive system EJ Final service EJ
Oil 152 Diesel engine 58 Appliances/goods 88 Thermal comfort 90
Coal 127 Electric heater 58 Heated/cooled space 86 Sustenance 84
Gas 97 Electric motor 55 Steam system 67 Structure 68
Biomass 54 Biomass burner 49 Driven system 56 Freight transport 64
Nuclear 30 Gas burner 47 Car 40 Passenger transport 64
Renewables 15 Petrol engine 41 Truck 38 Hygiene 56
Cooler 33 Furnance 31 Communication 29
Coal burner 31 Hot water system 23 Illumination 19
Oil burner 28 Illuminated space 18
Heat exchanger 20 Plane 10
Light device 18 Ship 10
Electronic 16 Train 8
Aircraft engine 11
Other engine 10
Direct fuel use 272 Heat exchanger 233 Buildings 215
Electricity 183 Motion 175 Factory 154
Heat 20 Other 67 Vehicle 106
Total 475 Total 475 Total 475 Total 475









心的な役割を果たしている。以下、IEA による 2035 年までのエネルギー需要と供給につ
いての予測を概観しておきたい。
エネルギー需要の全体的な傾向としては、OECD 諸国から非 OECD 諸国に比重が移っ
ていき、2035 年には非 OECD 諸国のエネルギー需要は OECD 諸国の倍以上になると予測
されている。国別にエネルギー需要をみてみると、まずはアメリカでは 2020 年まで上昇
し、その後 2035 年にかけて徐々に減少していく。2011 年から 2035 年にかけて、石油需
要は 2011 年より 20 ％ほど低くなると同時に、石炭も同期間のあいだに 14 ％ほど低下す
る。一方で、価格および政策の面で天然ガスが恩恵を受け 13 ％ほど増加すると予測され
ている 18)。ヨーロッパでは、同期間の間に 7 ％程度の需要減となる。石油は 3 分の 1、石
炭の消費は現在の半分程度になると予測されている。天然ガスについては、2010 年と同
レベルの需要に落ち着くまで 20年ほどかかると考えられる 19)。日本では 2035年にかけて、
交通部門や産業部門でのエネルギー使用減により、4 ％ほどの需要減少が見込まれる。石
油消費は約 36％の減少の一方、天然ガスは需要増が見込まれる 20)。
2035 年には、世界のエネルギー需要の 63 ％がアジアによるものとなるが、その中で大
きな比重を占めるのが中国とインドである。中国では 1人当たりのエネルギー需要は 2035













資料：IEA「WORLD ENERGY OUTLOOK 2013」p69.
表 1-4 エネルギー源別需要（1990-2035）
資料：IEA「WORLD ENERGY OUTLOOK 2013」p572.
資料：表 1-4に同じ
図 1-10 エネルギー源別需要（1990-2035）
1990 2000 2011 2020 2030 2035 2011-2035
OECD 4522 5292 5304 5486 5457 5465 0.1%
Americas 2260 2696 2663 2811 2826 2850 0.3%
 United States 1915 2270 2189 2281 2246 2242 0.1%
Europe 1630 1765 1778 1763 1719 1709 -0.2%
Asia Oceania 631 832 863 912 912 906 0.2%
 Japan 439 519 461 470 450 443 -0.2%
Non-OECD 4047 4507 7406 9136 10709 11435 1.8%
E.Europe/Eurasia 1539 1006 1159 1228 1318 1373 0.7%
 Russia 880 620 718 755 806 841 0.7%
Asia 1578 2220 4324 5548 6584 7045 2.1%
 China 879 1175 2743 3519 3945 4060 1.6%
 India 317 457 750 971 1336 1539 3.0%
 Southeast Asia 223 373 549 718 897 1004 2.5%
Middle East 212 358 640 796 970 1051 2.1%
Africa 388 494 698 836 962 1026 1.6%
Latin America 331 429 586 729 876 941 2.0%
 Brazil 138 184 267 352 441 480 2.5%
World 8769 10071 13070 15025 16623 17387 1.2%
European Union 1642 1691 1659 1614 1556 1541 -0.3%
CAAGR(%)※１
1990 2011 2020 2025 2030 2035 2011 2035 2011-35
Coal 2230 3773 4202 4312 4379 4428 29 25 0.7
Oil 3231 4108 4470 4548 4602 4661 31 27 0.5
Gas 1668 2787 3273 3576 3846 4119 21 24 1.6
Nuclear 526 674 886 949 1053 1119 5 6 2.1
Hydro 184 300 892 430 467 501 2 3 2.2
Bioenergy 893 1300 1493 1604 1719 1847 10 11 1.5
Other renewables 36 127 309 426 559 711 1 4 7.4
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量が増加していく。石油は 2011年の 86.8mb/dから 2035年には 101.4mb/dへと増産されて
いくが、既存の原油が減りシェールオイルなどの非在来型石油が若干増加する。2035 年
における産地別のシェアとしてはアメリカが 19 ％、アフリカおよびラテン・アメリカは
それぞれ約 10 ％である。中東は 1990 年以降シェア率を一貫して高め、2035 年には世界
の石油の約 34 ％が中東産となる（表 1-5）。資源量としては確認埋蔵量が約 1 兆 7,000 億
バレルで、現在のレベルで 54年使える量である 22)。
天然ガスは、石油および石炭に比べて生産量の増加率が高く、2011 年から 2035 年にか
けての平均増加率が約 1.6％である。これは石油、石炭に比べて 2倍以上の増加率で、2035
年の生産量は 4 兆 9760 億㎥となっている。産地はアメリカ、東ヨーロッパおよびユーラ
シア、アジア、中東と広く分布している（表 1-5）。確認埋蔵量が 211 兆㎥で、現在のレ
ベルで 61年使える量である。また、究極埋蔵量は 810兆㎥と推定され、現在のレベルで 233
年使える量である 23)。
石炭は 2011年の 54 億 9800 万 t から 2035年には 63億 2600万 tに増加するとされてい
る。産地はアジアが中心であり、シェアも 61 ％から 66 ％へと増加する（表 1-5）。資源











資料：IEA「WORLD ENERGY OUTLOOK 2013」p570.
また、化石エネルギーは資源量や環境負荷以外に、価格に関しても不安定性を有してい
る。例えば石油であるが、WTI 原油価格の推移をみれば原油の価格は近年高騰が続いて
いる。1980 年以降、2003 年までは１バレル当たり 40 ドル以下で推移していたが、2005
年以降徐々に価格が上昇している。特に 2006 年 11 月から 2008 年 7 月にかけて急激に上
昇し、その後 2009年 1月にかけて急激に下降し、そこから再び上昇が続いて 2011年以降
は 100ドル前後で推移している（図 1-11）。






1990 2011 2020 2025 2030 2035 2011 2035 2011-35
World supply 66.9 86.8 95.4 97.8 99.5 101.4 100 100 0.7
World production 65.6 84.7 92.8 95 96.5 98.1 98 97 0.6
Crude oil 59.6 68.5 67.7 66.6 65.5 65.4 79 64 -0.2
Natural gas liquids 5.6 12.2 14.8 15.9 16.8 17.7 14 17 1.6
Unconventional oil 0.4 3.9 10.4 12.5 14.2 15 5 15 5.8
OECD 19 19 23.2 23.1 22.8 22.4 22 22 0.7
Americas 13.9 14.6 19.3 19.8 19.9 19.6 17 19 1.2
Europe 4.3 3.8 3.1 2.6 2.2 2 4 2 -2.6
Asia Oceania 0.7 0.6 0.7 0.7 0.7 0.7 1 1 0.9
Non-OECD 46.7 65.7 69.6 71.8 73.7 75.7 76 75 0.6
E.Europe/Eurasia 11.7 13.7 13.7 13.7 13.9 14.2 16 14 0.2
Asia 6 7.7 7.7 7.4 6.8 6 9 6 -1.1
Middle East 17.7 27.6 28.6 30.3 32 34.4 32 34 0.9
Africa 6.7 9.2 10.2 10 9.8 10.1 11 10 0.4
Latin America 4.5 7.5 9.4 10.5 11 11 9 11 1.6
World 2059 3384 3957 4322 4646 4976 100 100 1.6
OECD 881 1195 1358 1403 1430 1483 35 30 0.9
Americas 643 859 1000 1041 1063 1114 25 22 1.1
Europe 211 277 249 237 225 215 8 4 -1.1
Asia Oceania 28 59 109 125 143 155 2 3 4.1
Non-OECD 1178 2188 2599 2919 3216 3492 65 70 2
E.Europe/Eurasia 831 882 911 986 1094 1164 26 23 1.2
Asia 130 419 566 625 694 769 12 15 2.6
Middle East 92 519 624 720 766 823 15 17 1.9
Africa 64 200 280 333 378 428 6 9 3.2
Latin America 60 168 218 255 285 308 5 6 2.6
World 3194 5498 6003 6160 6255 6326 100 100 0.6
OECD 1533 1397 1430 1384 1343 1300 25 21 -0.3
Americas 836 826 797 768 728 700 15 11 -0.7
Europe 526 248 218 180 151 123 5 2 -2.9
Asia 171 323 415 435 464 478 6 8 1.6
Non-OECD 1661 4101 4573 4776 4912 5026 75 79 0.9
E.Europe/Eurasia 533 429 448 437 433 432 8 7 0
Asia Oceania 952 3377 3755 3945 4069 4162 61 66 0.9
Middle East 1 1 1 1 1 1 0 0 1.1
Africa 150 209 244 259 264 277 4 4 1.2
Latin America 25 58 125 134 146 155 2 2 2.5










点建設などのことである。投資額は 2000 年の 500 億ドルから 2012 年の 2,620 億ドルへと
増加を続けている。一方の原油生産は、2000 年の 13.8mb/d から 2006 年の 16.1mb/d まで
増加した後に減産傾向となり、2012 年は 14.0mb/d となっている（図 1-12）。つまり、原
油生産に関する投資は増加しているが、それにともなってして増産されているわけではな
く、生産性が低下していることを意味している。この傾向が今後も続けば原油の市場価格
がさらに高騰することになる。これは 1バレル当たりの探索・生産投資（E&P Capex per
barrel）が 2000年以降急増していることからも明らかである（図 1-13）。
資料：「Beginning of the End? Oil Companies Cut Back on Spending」




























































































































規制的手法 税・課徴金 料金・手数料 排出権取引 デポジット制度
地球温暖化対策 ◎ ◎炭素税 ○炭素排出権売買制度
オゾン層保護対策 ◎ ◎オゾン層破壊物質課徴金 ◎オゾン層破壊物質の生産・消費権
酸性雨対策 ◎酸性雨許容量取引





重金属・有害化学物質対策 ◎ ◎排水課徴金 ◎水質汚濁権売買
◎農薬課徴金







廃棄物の発生抑制 ◎廃棄物処理税 ◎一般廃棄物有料収集 ◎飲料容器





































































































今までインプット 100 を投入してそこから排出されるアウトプットが 50 であったとす
る。炭素税を導入することにより、表中（１）、（２）のプロセスを経て CO ２の排出量が
削減されたとすれば、つまりインプット 100を投入してそこから排出されるアウトプット



































（CER:CERtiied Emission Trading）を取得することで大会で発生する CO2を相殺したので
ある 38)。この方式はベースライン・アンド・クレジット（Baseline and Credit）と呼ばれる
もので、平湯直子氏（2007）によれば「排出削減の実施により排出が減少した場合に削減
分のクレジットが付与され、他に売却したり時期目標達成のためにバンキングが可能とな


















































単位の削減費用が B 国の 1/2 のケースの場合、A 国は 2 単位分の投資を行ったうえで得られた削減量のうち 1 単位分
を、1単位分から 2単位分に相当する金額以内で B国に売却することで、B国は当初の 1単位分の削減費用よりも低い






る。例えばある企業 A と企業 B に排出権が割り当てられるとする。企業活動の結果、企





















































現在、排出権市場で取引されているのは EU-ETS（Emission Tradeing System：欧州排出権
取引制度）において取引される EUA(European Union Allowance）という排出権が圧倒的に
多い。これはオーストリア、オランダ、ドイツ、フランス、イギリス、ノルウェーなどの
取引所で取引されている。EUA の他に、世界各地において様々な排出権が発行され、各









































表 1-8 2010～ 2011年における炭素市場
資料 環境省市場メカニズム室（2012）「炭素市場の現状と傾向 2012」p2.
Volume(MtCO2e) Value(US$ million) Volume(MtCO2e) Value(US$ million)
EUA 6,789 133,598 7,853 147,848
AAU 62 626 47 318
RMU - - 4 12
NZU 7 101 27 351
RGGI 210 458 120 249
CCA - - 4 63
Others 94 151 26 40
Total 7,162 134,935 8,081 148,881
2010 2011
国および地域 カナダ ニュージーランド 日本
略称 EU-ETS CH-ETS US-ETS RGGI WCI MGGA AER CPRS NSW/GGAS NZ-ETS TETS
立法状況 施工中 施工中 立法案進行中 施工中 議論中、法案なし 議論中、法案なし 施工中 立法案進行中 施工中 施工中、修正案あり 施工中
排出権 EUA CHU N/A RGA N/A N/A EPC AEU NGAC NZU JPA
施工日時 2005年 2008年 2012年 2009年 2012年 2012年 2007年 2011年 2003年 2009年 2005年
義務・自発的参加 義務 義務 義務 義務 義務 義務 義務 義務 義務 自発的、一部義務 自発的





























































は、1983 年には 23 億ドル（2,300 億円）で、2001 年には 1300 億ドル（13 兆円）まで増
加し、同年の総取引高は 40 兆ドル（4,000 兆円）であった 49)。そして 2007 年の世界の株
式市場は 7200 兆円と報告されている 50)。このように金融市場の規模が飛躍的に拡大を遂
げており、世界の金融資産は 1980年の 12兆ドル（1,200兆円）から 2006年には 167兆ド
ル（１京 6,700 兆円）へと増加している。この増加率は実体経済よりもはるかに上回って








































1980 1990 1995 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006






























































































































資料 Douglas Gabli “purple motes" purplemotes.net/2008/09/14/us‐ advertising‐ expenditure‐ data/より
加工・引用(2014年 7月 20日最終閲覧）



























めの支払い手段としてクレジット、つまり消費者信用が促進されてきた。「1910 ～ 20 年
代に、自動車に代表される耐久消費財の大量生産に適応できる大量消費体制の確立を急務





わずか 392 ドルとなっている。一方で、借金は 1920 年には 4,368ドル、50年に 13,375 ド
ル、80年に 42,873ドル、2000年に 76,927ドル、2008年に 117,951ドルとなっている（図
1-22）。同年の貯蓄と借金を日本円にすれば、アメリカの平均的な家計はわずか 40,000 円
の貯蓄に対して 1,700 万円の借金を背負っていることになる。結果、現在のアメリカにお
ける消費者信用は、モーゲージローン残高が 10兆 5088億ドル、消費者信用残高 2兆 5500
億ドルとなっており、先進資本主義国の中で最も消費者信用の利用が進んでいるとされて
いる 59)。


























































































































































































































































































































SD 概念は WCED による 1987 年の報告書を契機に世界的なキーワードとなったが、森
田・川島氏（1993）によれば 1979年にクーマーによって SD概念が提起され、それ以来 1992




































































1984 Tietenberg * * *
Brundtland * * * *
Repetto * *
Barbier * * * * *
Brown * * *
Pearce *
Redclift * *
Tolba * * * *
Allaby * *
Brown * * *
Norgaard * *
Pearce * *
Pearce * * *
Pearce * * * *
Thatcher * *
Turner * * *
WCED * * * * *
Barbier * *
Haverman * *





IUCN * * *
McCormick * * * * *
Braat * *
Norgaard * * *
UNSO * * *

























































































































































































































89)John Stuart Mill(1859)On Liberty and Other Essays, Oxford World Classics p9. 塩尻公明・木村健康訳（1971）『自由
論』岩波文庫、p15































































































































































































































































































1961 年以降のデータをみれば、人口が倍増する中で主食である穀物生産量は 3 倍弱に
増加している。1 人あたり穀物量は 1961 年の 261kg から 1970 年代以降は 300kg ほどで推
移しており増加傾向は頭打ちといえる。耕地面積は 1961年から現在まで 14～ 15億 haと
ほぼ横ばいであり、人口が増加しているためこの間の 1人当たり耕地面積はほぼ半減して
いる。それにもかかわらず穀物生産量の増加および 1 人あたり穀物量が 1970 年代以降
300kg ほどで推移しているのは単収の増加によるものである。単収増加の大きな要素の一




※ 1 1961～ 2008年の耕地面積を一律に 15億 haとして計算。 また、穀物以外の作物も含めての面積である。
資料 FAO(http://www.fao.org/statistics/en/), IFA(http://www.fertilizer.org/statistics)
UN Department of Economic and Social Affairs(http://esa.un.org/unpd/wpp/Excel-Data/population.htm)より筆者
作成（最終閲覧 2015/02/06）
1961 3,082,830,266 876,874,886 31658.2 1.24 0.28 0.49
1962 3,141,071,531 933,373,275 34047.4 1.31 0.30 0.48
1963 3,201,178,277 949,346,114 36508.3 1.31 0.30 0.47
1964 3,263,738,832 1,001,214,296 41170.6 1.36 0.31 0.46
1965 3,329,122,479 998,593,157 46306.1 1.37 0.30 0.45
1966 3,397,475,247 1,078,340,254 51316.4 1.48 0.32 0.44
1967 3,468,521,724 1,124,081,414 55362.0 1.51 0.32 0.43
1968 3,541,674,891 1,160,679,900 59077.7 1.55 0.33 0.42
1969 3,616,108,749 1,170,999,674 62404.4 1.56 0.32 0.41
1970 3,691,172,616 1,192,508,666 68388.6 1.6 0.32 0.41
1971 3,766,754,345 1,299,668,757 72078.4 1.73 0.35 0.40
1972 3,842,873,611 1,258,479,748 77846.4 1.7 0.33 0.39
1973 3,919,182,332 1,357,016,286 84496.5 1.78 0.35 0.38
1974 3,995,304,922 1,326,550,611 81388.4 1.73 0.33 0.38
1975 4,071,020,434 1,359,805,195 89174.3 1.74 0.33 0.37
1976 4,146,135,850 1,463,712,449 96552.1 1.86 0.35 0.36
1977 4,220,816,737 1,456,345,570 101153.3 1.85 0.35 0.36
1978 4,295,664,825 1,582,021,186 108032.5 2.03 0.37 0.35
1979 4,371,527,871 1,537,503,183 112700.5 1.99 0.35 0.34
1980 4,449,048,798 1,549,913,848 116231.2 1.97 0.35 0.34
1981 4,528,234,634 1,632,383,821 114861.8 2.05 0.36 0.33
1982 4,608,962,418 1,692,541,673 114537.1 2.17 0.37 0.33
1983 4,691,559,840 1,626,948,118 125004.5 2.09 0.35 0.32
1984 4,776,392,828 1,786,797,441 130603.7 2.28 0.37 0.31
1985 4,863,601,517 1,821,242,843 128717.2 2.31 0.37 0.31
1986 4,953,376,710 1,834,024,516 132827.3 2.33 0.37 0.30
1987 5,045,315,871 1,771,531,205 138804.8 2.31 0.35 0.30
1988 5,138,214,688 1,727,629,727 144406.2 2.22 0.34 0.29
1989 5,230,452,409 1,871,357,887 142501.9 2.38 0.36 0.29
1990 5,320,816,667 1,952,459,276 137017.6 2.51 0.37 0.28
1991 5,408,908,724 1,889,805,881 134171.1 2.43 0.35 0.28
1992 5,494,899,570 1,973,928,745 125267.1 2.53 0.36 0.27
1993 5,578,865,109 1,904,448,322 120290.2 2.48 0.34 0.27
1994 5,661,086,346 1,956,887,812 121810.6 2.55 0.35 0.26
1995 5,741,822,412 1,897,816,421 129834.7 2.49 0.33 0.26
1996 5,821,016,750 2,072,315,532 134256.5 2.67 0.36 0.26
1997 5,898,688,337 2,095,807,914 136959.2 2.71 0.36 0.25
1998 5,975,303,657 2,084,568,909 137894.5 2.77 0.35 0.25
1999 6,051,478,010 2,085,338,658 140185.1 2.8 0.34 0.25
2000 6,127,700,428 2,060,170,182 136977.1 2.76 0.34 0.24
2001 6,204,147,026 2,110,080,293 138988.0 2.83 0.34 0.24
2002 6,280,853,817 2,032,482,797 143190.3 2.78 0.32 0.24
2003 6,357,991,749 2,091,561,762 148577.0 2.82 0.33 0.24
2004 6,435,705,595 2,279,821,897 155589.8 3.06 0.35 0.23
2005 6,514,094,605 2,268,168,609 156249.6 2.97 0.35 0.23
2006 6,593,227,977 2,235,768,283 162922.3 2.97 0.34 0.23
2007 6,673,105,937 2,355,821,827 168381.7 3.06 0.35 0.22


















大きく低下している。例えば、日本の水耕栽培についての試算では、1950 年から 74 年に
かけて水田１ ha 当たりの米産出量が 1.53 倍に増加したのに対して、同期間に投入された
エネルギーは 5.15 倍と増加した。エネルギー生産性でみると、１ kcal のエネルギー投入










































































































































































































































































































































































































































































































































同じく 100 で購入するが、さらに「資源利用税」50 を払うことになるから、原料の調達
にかける費用は合計で 150 となる。150 の費用をかけて生産されたボックスティッシュの








































































































も約 35 ％、現在主流のものでは 20 ％弱となっている。こうしたことから、現在の太陽




































































162)国連人口基金「世界人口白書 2014」（日本語版）p115 および国連人口基金 HPhttp://www.unfpa.or.jp/(最終閲覧
2015/01/09）

















ろうか。第 2 章でも述べたが、15 億 ha の耕地面積がほぼ変わらない 50 年間に単収（穀































2009 年における飢餓人口は 10 億 2000 万人と推定されている。1970 年以降の推移をみ
れば、70年代から 90年代半ばまでは減少していたがそれ以降増加に転じている。その間、




資料：FAO「The State of Food Insecurity in the World 2009」
図 4-2 2009年飢餓の地域分布（人口と割合）
一方で食糧供給、特に穀物生産量は 1961 年以降、減産する年もあるがほぼ一貫して増



















から減少した後に、小さな増減を挟んで 2006 年以降再び増加傾向である。2006 年の約３







































































注）穀物価格指数は 2002 ～ 2004 の平均値を 100 としている。
資料 ワールドウォッチ研究所「地球環境データブック」および















































































































資料 USDA(United States Department of Agriculture)HPhttp://www.usda.gov/wps/portal/usda/usdahomeより
図 4-7 穀物在庫量の推移
























































須賀造船所にはアーク灯 60 基と発電機の据え付け工事を行い、同年 8 月には小石川の砲
兵工廠内村田銃製造所に 4基、千住製絨所に 16基のアーク灯を設置している 177)。
同社はその後 1886年 7月に開業し、同年 12月に皇居の電灯事業の入札を勝ち取ったた
め、麹町１丁目に電灯局とよばれる小規模な火力発電所を建設して電源とした。これが初











の数は急激に増加していく。日本の電力事業者数は、1904 年の 84 から 1913 年には 339

































































































発　　電　　所 完成年 出力 備考














































穀物 78.5 20.2 1.3
ひまわり種子 70.1 28.9 1.0
じゃがいも 7.4 3.4 89.2
野菜 14.0 7.1 78.9
肉類 51.6 2.9 45.5
牛乳 44.0 4.0 52.0
鶏卵 75.1 0.8 24.1
生産額 43.4 7.0 49.6
経営体数 6万 26万 2,280万


























































































































































































































































































































































































































さて、オランダに続き 1600 年代に市民革命を遂げ、1700 年代後半に産業革命を経験し
ていち早く資本主義を確立したイギリスの市民革命をここで概観しておくことにする。
1642 ～ 49 年にかけてのいわゆる「ピューリタン革命」を含む、1640 ～ 60 年までの市民
革命に関して、クリストファ・ヒルが詳細な研究を行っており、以下ヒルの研究を抜粋す



































製造工業・商業などに焦点をあてて分析している。イギリスの人口は 1700 年に 5,134,516
人、1,750 年に 6,039,684 人、1801 年には 9,187,176 人であり、特に後半 50 年で高い増加
率を示しており、さらにその後も人口は増加し、特に農村に比べて都市部への人口集中が
指摘される 210)。農業においては当時、共有地の囲い込みが急速に行われたことが指摘さ
れており、1710 年から 60 年にかけて約 30 万エーカー、1760 年から 1834 年までに約 700
万エーカーの囲い込みがあった 211)。主要工業は羊毛であり、その輸出額は 1701 年の 200










































































































貴族 186 2,590 481,800
准男爵 800 880 704,000
騎士 600 650 390,000
平貴族 3,000 450 1,350,000
側近貴族 12,000 280 3,360,000
市町村長 5,000 240 1,200,000
国家の職員 5,000 120 600,000
海軍士官 5,000 80 400,000
陸軍士官 4,000 60 240,000
兵士 35,000 14 490,000
法学者・法律家 10,000 140 1,400,000
科学者と自由業 16,000 60 960,000
上級僧侶 2,000 60 120,000
下級僧侶 8,000 45 360,000
海運・貿易商 2,000 400 800,000
陸運・大商人 8,000 200 1,600,000
中間商人・小売商人 40,000 45 1,800,000
富裕耕作農民 40,000 84 3,360,000
中層自営農民 140,000 50 7,000,000
小作人 150,000 44 6,600,000
耕作労働者と日雇 364,000 15 5,460,000
貧農と土地なし農民 400,000 6.10s 2,600,000
職人 60,000 40 2,400,000















































































































































































































































































































































J.M.Cullen J.M.Allwood （2010）“The efficient use of energy:Tracing the global flow of energy from fuel to
service”.Energy Policy.Vol.38
BP（2013）「Statistical Review of World Energy」
FAO「The State of Food Insecurity in the World 2009」











Douglas Gabli “purple motes" purplemotes.net/2008/09/14/us-advertising-expenditure-data/












‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-1 生産から廃棄に至るフローと経済活動 ９
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-2 世界の GDPとエネルギー使用量の推移 10
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-3 平均気温の偏差（1950-1980年の平均を基準とする） 11
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-4 大気中の CO2レベルの変化 11
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-5 燃料別 CO2 排出量の変化 12
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-6 地域別エネルギー使用量の推移 13
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-7 世界の一次エネルギー構成 14
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-8 国別の一次エネルギー構成 14
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-9 国別の電力源構成 15
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-10 エネルギー源別需要（1990-2035） 17
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-11 WTI原油価格の推移 20
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-12 原油生産と投資額の比較 20
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-13 1バレル当たり探索・生産投資にかかる費用の推移 21
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-14 環境税の理論的系譜 23
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-15 炭素税による CO ２削減メカニズム 26
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-16 京都メカニズムの概要 28
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-17 EU-ETSの仕組み 29
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-18 世界の金融資産規模 33
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-19 アメリカの証券化市場規模の推移（発行残高） 34
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-20 デリバティブ市場規模の推移（発行残高） 34
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-21 アメリカにおける GDPと広告費の推移 36
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-22 アメリカ家計における貯蓄と借金額の推移 37
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 1-23 セイの法則の概念 39
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 1-1 地域別エネルギー使用量 12
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 1-2 一次エネルギーから最終消費 15
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 1-3 地域別エネルギー需要（1990-2035） 17
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 1-4 エネルギー源別需要（1990-2035） 17
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 1-5 地域およびエネルギー源別供給（1990-2035） 19
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 1-6 環境問題に対する経済的手法 25
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 1-7 世界の主要排出権取引 32
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 1-8 2010～ 2011年における炭素市場 32
第 2章
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 2-1 環境問題をめぐるトリレンマ 44
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 2-1 SD概念に含まれる要素 49
第 3章
- 124 -
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 3-1 アウトプット課税とインプット課税の抑制対象の違い 79
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 3-1 人口と穀物生産にかかわる指標 63
第 4章
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 4-1 再生可能エネルギーの区分 82
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 4-2 2009年飢餓の地域分布（人口と割合） 85
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 4-3 2009年穀物生産の地域別割合 86
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 4-4 2008年貧困の地域別割合 86
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 4-5 穀物指標価格と飢餓人口の推移 88
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 4-6 投機マネーの規模と流れ 89
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 4-7 穀物在庫量の推移 91
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥図 4-8 ダウ平均株価の推移 91
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 4-1 屋久島電工の概要 94
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥表 4-2 屋久島電工が所有する発電設備 95





A study of Conversion to a Sustainable Society
: From a Viewpoint of Energy, Food and the Theory of “Stationary State Economy”
Ⅰ．Introduction
We are now facing a crisis of sustainability, that is, the possibility that our society
may not be sustainable due to numerous environmental and economic problems
including climate change. The purpose of this study is to explore the possibility of
conversion to a more “Sustainable Society” by taking a political economy approach.
This study will be based on John Stuart Mill’s theory of “Stationary State Economy”
and Herman E. Daly’s theory of “Steady State Economy,” and analyze whether their
ideals are realizable in terms of energy and food.
In this study, “Sustainability” means a condition in which the following three kinds
of sustainability are all realized. That is, Environmental Sustainability, Economic
Sustainability and Social Sustainability. These aspects are mutually interconnected
such that Environmental Sustainability is a precondition for Social Sustainability and
Economic Sustainability is a means to it. But environmental sustainability is in crisis
due to environmental problems.
The current unsustainability of environment is mainly caused by economic activity.
Capitalist economy creates material flow from production to consumption to disposal,
and the flow has expanded since the Industrial Revolution because of company’s
incentive for profit making. In other words, the history of the capitalist economy is a
history of expansion of economic scale. And the expansion of production and disposal
means the dramatically increased consumption of natural resource, which in turn
causes various environmental problems.
Economic sustainability is also in crisis. Current economy has been characterized by
financialization and speculation, the two trends reinforced by neo-liberalism from
1980s. They caused the global financial crisis beginning from the problem of sub-prime
loan and this crisis effected people’s life negatively through a large increase of cereal
and oil prices. This indicates uncertainty and unsustainability of the current economic
system.
Conversion to a “Sustainable Society” means a profound change in our society and
thus requires a fundamental theoretical framework. Mill’s theory of “Stationary State
Economy” may well provide such a framework because it is different from the
conventional economic and social theories in that it does not give priority to economic
growth. This is important because many environmental problems have resulted from
rapid economic growth. Therefore the theory of “Stationary State Economy” is adopted
as a theoretical foundation for this study.
However, if we should pursue a “Stationary State Economy” as an ideal, there is a
big issue of how to achieve it. To do this, we are required, first and foremost, to
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decrease environmental impact. This means a conversion of the fossil fuel-centered
energy system to the one which uses more renewable energy. But this conversion
could decrease employment because the amount of available energy source puts a
constraint on the size of the economy. If the conversion to renewable energy had side
effects like that, we would not reach an agreement on the energy conversion.
In making our society more sustainable, it is important to protect people’s life and
bring a shift to renewable energy at the same time. In modern society people get
wages by labor and buy daily necessities with them. One of the daily necessities is
food and it is most important in life. Therefore, we need to reconstruct the theory of
“Stationary State Economy” as an economic framework in which a society can provide
enough food for people along with the energy conversion.
This study discusses the following four issues. They are (1) unsustainability in
capitalist economy, (2) the philosophy on which the notion of sustainable society is
based, (3) a possibility of the theory of “Stationary State Economy,” and (4) a
converting process to the “Stationary State” society as a sustainable society.
Ⅱ．Summary of Chapters
Chapter 1 Sustainability in Crisis and the Need for a Fundamental Shift
In this chapter, I reviewed the current state of our economy and discussed why
conversion to a sustainable society is needed. One of the big causes for environmental
unsustainability is the expansion of economic activity, which heavily depends on fossil
fuel. Expansion of economic activity means the increased consumption of energy and it
has a huge environmental impact. Meanwhile, contemporary economy has been
characterized by financialization. This can be understood as a phenomenal form of
Say’s law. In financialization, companies urge consumers to use a loan and they can
pay from their future income so that they can fill a deficit of their current purchasing
power. Through this process, companies can sell more products than the consumers
actually can pay. In this sense, the expansion of economic activity is accelerated by
financialization. This is why environmental sustainability is in crisis and conversion to
a sustainable society is required.
Chapter 2 Moral Ideology as a Foundation for a Sustainable Society
If we use a political economy approach to propose a change of our society, we need
first to address the question of moral ideology, that is, the question of which values we
take as most fundamental. To do this, we began with analyzing the notion of
“Sustainable Development,” because it is one of the concepts widely used when we
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think about environmental problems. The concept contains a component of basic
human rights such as taking care of the needy people by enhancing their basic
resources. Broadly speaking, the concept refers to an economic society in which basic
human rights such as the right of existence are guaranteed.
The notion of basic human rights is integrated into the constitution of many modern
nations. In this study, we took the Constitution of Japan as an example and analyzed
two important components of the notion, that is, the “right of existence” and “public
welfare.” According the Constitution, all of the people have the “right of existence” and
a right to pursue happiness freely unless it inhibits the “public welfare.” While the
freedom to pursue the “right of existence” is at the foundation of our society, there is
an issue of justice when the “right of existence” could interfere with the “public
welfare.” It is important to strike the right balance between the two.
How do we strike a balance? Jeremy Bentham and John Rawls represent two major
positions on the issue of justice. Bentham sets high value on utility while Rawls
disagrees with him and places an emphasis on rights or freedom. But both of them
comprehend life existence as a fundamental condition of human beings. Life existence
is the most fundamental condition to pursue other kinds of freedom. Therefore, in this
thesis, I claimed that the freedom or right to pursue life existence is the “Basic
Freedom.” Conversion to a sustainable society has to be based on this.
Chapter 3 Contemporary Significance of the Theory of “Stationary State Economy”
and the Questions of Conversion Processes
In this chapter, I discussed two economic philosophers ---John Stuart Mill and
Herman E. Daly--- who proposed theories of the “Stationary State Economy.” J. S. Mill
positively evaluated “Stationary State Economy” in terms of human’s mental culture
and natural environment, even though he admitted that wealth and population stop
increasing in such a society. He also proposed a theory that the conversion to such an
economy will be achieved by association. This part of his theory is important in that
he claims that workers will play a significant role in the conversion. However, Mill’s
theory does not anticipate the scale of the present day’s environmental crisis. We need
to update his theory to meet today’s challenges.
H. E. Daly argues that contemporary environmental problems are the problems of
the size of our economy which is over the environmental capacity. In his policy
proposals, Daly states that we should reach to the “Steady State” by maintaining the
scale of our economy under the environmental capacity. The main policy Daly
suggestes is resource depletion quotas. This policy is expected to put a constraint on the
use of resources. While an alternative policy, the Pigovian tax, is to internalize the
external economy, Daly’s policy restricts the amount of resource consumption directly.
If the maximum limit set by the policy is within the environmental capacity, the
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environmental impact from our economic activity will be limited. Also the size of
economic activity will be limited if the maximum limit of resource use is set, because
the economy creates material flow from production to disposal. As a result of it, we
will arrive at the “Stationary State Economy.”
Chapter 4 Roles of Energy and Food in the Transition to the “Stationary State”
This chapter addresses the issues of energy and food in the “Stationary State
Economy.” “Stationary State Economy” as a sustainable society needs to maintain our
economic activity within the environmental capacity. This requires a shift from the
fossil fuel-centered energy system to the one which uses renewable energy more.
Renewable energy system will set the size of economic activity within the
environmental capacity because the supply of renewable energy is restricted by the
amount of such energy found on the earth. Therefore the use of renewable energy is a
fundamental premise of a sustainable society.
The second issue bears on the question of food. Right of existence, the most
important right, is a component of “Basic Freedom” in a sustainable society. Food is
one way of guaranteeing “Basic Freedom.” However, the current situation about food
is far from the ideal: “market’s elimination” causes hunger and financialization
increases cereal price, which may inhibit “Basic Freedom.” Meanwhile, since the
conversion to “Stationary State Economy” marks the departure from the old
growth-centered models, people might get worried about employment or life and thus
not agree with the conversion. For these two reasons, it is very important to include
food in “Basic Freedom.”
Then what would a system of energy and food supply be like in the “Stationary State
Economy”? The heart of it is in constructing a self-sustenance area in a country or
smaller region. Take energy supply. Looking back at the history of energy supply in
Japan before the World War II, we would find that many actors other than large
power companies ------ railway companies, associations, village-run companies and
more ------ provided electricity regionally. When it comes to food, Dacha (Russian
country house) illustrates the possibility of self-sustenance.
Ⅲ．Conclusions
Constructing self-sustenance system of energy and food is a key element for converting
to “Stationary State Economy” as a sustainable society. Energy supply system in
Yakusima in Kagoshima Prefecture and the food supply system like Dacha in Russia
clearly show that there is a possibility of constructing a self-sustenance system.
